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保険料の調整行為に対する行政処分、お客さま情報の漏えいへの対応

１．保険料の調整行為に対する行政処分

• 三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保は、企業保険分野における保険料の調整行為に関して、2023年12月に
金融庁から保険業法に基づく業務改善命令、２０２４年１０月に公正取引委員会から独禁法3条（不当な取引制限）に
基づく排除措置命令および課徴金納付命令（三井住友海上：合計8億8,514万円、あいおいニッセイ同和損保：合計
5億640万円）を受けた

• 2024年２月に金融庁へ業務改善計画を提出するとともに、社外専門家を含めた検証・論議を継続し、今日性・適切性
等の観点から各施策を見直しながら、改善に取り組んでいる

保険料の調整行為に対する行政処分およびお客さま情報漏えいについて、お客さまをはじめ、関係者の皆さまに多大な
るご心配とご迷惑をおかけしておりますことを心よりお詫び申し上げます。MS&ADグループは、全力を挙げて改善・ 再
発防止に取り組み、信頼回復に努めてまいります

２．お客さま情報の漏えい

【代理店による情報漏えい】

• 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井住友海上あいおい生命が代理店業務を委託している乗合代理店に
おいて、各社のお客さま情報が他の保険会社へ漏えいした

【出向者による情報漏えい】

• 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、三井住友海上あいおい生命、三井住友海上プライマリー生命において、
保険代理店へ出向している社員が、出向先の代理店で扱う他の保険会社のお客さま情報を出向元へ漏えいした

• 保険料調整行為と共通する課題（業界慣行、顧客本位の業務運営・法令遵守の徹底不十分等に起因するもの）について
は、業務改善計画を着実に遂行することで改善を図っていく

• さらに拡充する再発防止策として、代理店と営業担当者の個人情報保護法に関する知識・認識のレベルアップ、損害
保険協会のガイドラインを踏まえた出向基準の見直し、リスクを予見・予兆検知できる組織体制の整備等を進める
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中期経営計画 （2022-2025） 第２ステージの進捗状況

中 間 決 算 の 状 況
・ グループ修正利益は前期比+3,883億円の5,003億円。 中間期の好調な進捗を踏まえ、通期予想は6,700億円に

上方修正（年初予想比+400億円）
・ ESRは政策株式売却と国内株式の時価下落の影響を主因に241％（2023年度末対比+12pt）

株 主 還 元
・ 中間配当は、年初予想通り72.5円（普通配当50円、特別配当22.5円）
・ 上限600億円の自己株式取得を実施する

ビジネススタイルの
変 革 を 通 じ た
企 業 価 値 の 拡 大

・ 政策株式の売却資金活用による成長投資や事業管理高度化による資本効率改善
・ ボトムライン重視の保険引受と資産運用益の拡大による国内損保事業の収益性向上
・ 適正な競争環境の構築とリスクソリューション提案力強化による顧客基盤拡大

政策株式売却状況と売却後を見据えた成長戦略

政策株式売却状況
・ 政策株式の売却は順調に進捗しており、2024年9月末で約4,500億円の売却を完了
・ 2024年10月末時点で売却了承取付済みの割合は、当社グループ保有上場株式に対して銘柄数ベースで約70%

成 長 戦 略
・ 既存事業の収益力強化：国内損保収支改善、海外利益拡大、資産運用力強化 等
・ 海外事業投資：考え方とターゲット
・ 人財・DX・シナジー創出

資本コストと株価を意識した取組み

取 組 状 況 ・ 引き続きROEの向上と資本コスト引下げ取組み、エクイティスプレッドの拡大に注力

予想および見通しに関する注意事項
この資料に記載されている内容のうち、ＭＳ＆ＡＤホールディングスならびにグループ各社の将来に関する計画や戦略、業績に関する予想や見通しは、現時点で把握できる情報から得られた
当社グループの判断に基づいています。 実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績見通しと異なる結果になり得ることをご承知おきくださいますようお願いいたします。実際の業績に影響を及ぼし得る要因
としては、(1)事業を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、(3)為替レートの変動、(4)税制など諸制度の変更、などがあります。

本日ご説明のポイント



Ⅰ. 中期経営計画（2022-2025） 第２ステージの進捗状況

1. 経営数値目標の達成状況と通期見通し

2. 株主還元

3. ビジネススタイル変革を通じた企業価値の拡大
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１． 経営数値目標の達成状況と通期見通し（一覧表）

※1 生命保険料(グロス収入保険料)は国内生保子会社のみ

• 中間期実績は、政策株式売却益の大幅な増加に加え、自然災害ロスの減少などにより前年同期比+3,883億円の増益

• 通期予想は、自然災害が少なかったことを主因に年初予想比＋400億円の上方修正

• 9月末のESRは、政策株式削減の影響などにより前期末比+12pt上昇の241%

2023年度 2024年度

中間期実績 中間期実績

1,120 5,003 3,883 6,700 2,900 400 

 国内損害保険事業 635 3,376 2,741 4,530 2,662 250 

  （除く政策株式売却等損益） (166) (472) (305) (550) (△ 39) (140)

 国内生命保険事業 87 480 393 510 12 30 

 海外事業 379 1,151 771 1,660 264 130 

金融サービス事業/

 デジタル・リスク関連サービス事業

－ － － 14.3% 5.3pt 1.3pt

875 4,589 3,714 6,300 2,607 200 

22,700 25,395 2,695 46,300 3,682 300 

8,912 8,586 △ 326 15,720 △ 2,553 △ 990 

中間期実績 2024年度通期予想

（前年同期比） 今回予想 前期比 （年初予想比）

生命保険料（グロス収入保険料）
※1

グループ修正利益

18 △ 5 △ 39 △ 10 

 グループ修正ROE

当期純利益

連結正味収入保険料

△ 24 0 

(億円)



※1 IFRS17号遡及適用後

6

グループ修正利益とグループ修正ＲＯＥ

約800 
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約3,150 
約2,400

4,530
4,120
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540 

1,660 2,120 

0 20 

14.3%
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2024

今回予想

2025

見通し

国内損保事業

うち政策株式売却加速の影響（2023年度は年初予想超過分の影響）

国内生保事業

海外事業

金融サービス事業/デジタル･リスク関連事業

グループ修正ROE

※1

2,222

6,300

6,800

3,799

2024年度通期予想

• 通期予想は、自然災害が少なかったこと
を主因にグループ修正利益を上方修正
（年初予想比 ＋400億円）

• 政策株式売却益については、一部銘柄の
株価下落の影響を受けたものの、前倒し
の売却を進めたことにより計画超過
（年初予想比 ＋150億円）

• 2024年10月末の環境前提での見通し
は6,800億円
（年初予想比 △800億円）

• 国内損保事業は、一部銘柄の株価下落
や2024年度の政策株式売却前倒しの
影響もあり年初予想比△840億円

（2025年度通期見通し）

6,700

(年度)

１. 経営数値目標の達成状況と通期見通し（グラフ）

(億円)
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２. 株主還元

・ 中間配当72.5円を決定（前期比32.5円※1増額）、年間配当145円（前期比55円※2増額、期初予想通り）を予想

・ 上限600億円の自己株式取得を決定

基本的還元
（総還元額はグループ修正利益の50%）

配当

普通配当
• 政策株式の売却加速影響を除く利益に対して実施
• 普通配当については前年実績を下回らない

特別配当：
• 政策株式の売却期間（最大6年間）を対象に、政策

株式売却加速影響に伴う利益に対して実施

中間 配当72.5円（普通配当50円、特別配当22.5円）

年間予想 配当145円（普通配当100円、特別配当45円）

自己株式
取得

総還元額から配当を控除した額について実施

追加的還元（検討の目安）

• ESRが目標レンジの上限を恒常的に超過する場合

• 大規模自然災害等による減益時に安定的な還元を維持する場合

• 効率的な成長投資が見通せない場合

• 資本効率改善等が必要と判断した場合

※1 2024年度中間配当72.5円－2023年度中間配当40円（3分割前は120円）＝32.5円

※2 2024年度年間予想配当145円－2023年度年間配当90円（3分割前は270円）＝55円



３． ビジネススタイル変革を通じた企業価値の拡大

ビジネススタイル変革の取組み

 政策株式売却資金を活用した成長投資

「政策株式保有ゼロ」に向けた売却は着実に進捗

 事業管理の高度化

事業ポートフォリオ見直しを継続

 国内損害保険事業の収支改善

ボトムライン重視、アンダーライティング強化

自動車・火災の料率引上げを着実に実施

 資産運用益の拡大

政策株式売却益の戦略的活用としての収益期待資産の

積み上げと新たな資産運用ケイパビリティの獲得

 適正な競争環境の構築

商品・サービスの提供における競争優位性の強化

 リスクソリューション提案力の強化

営業担当者のアンダーライティング研修を強化
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• ビジネススタイルの変革を通じて、国内損害保険事業における持続的な成長と収益性向上を実現する

• 政策株式売却で得た資金を成長投資に振り向け、企業価値を拡大する

目指す成果

資本効率の改善

 政策株式を売却した資金を、より高いリ

ターンが期待できる領域に配賦し、グルー

プＲＯＥを向上

 政策株式売却益を除くベースで10%台

半ばのＲＯＥを目指す

収益性の向上

 自動車、火災ともに2025年度に黒字化、

その先は早期に資本コストを賄える水準

まで収支を改善する

 信用リスクテイクの強化を図り、政策株式

からの利息配当金収入を超える運用益を

獲得する

顧客基盤の拡大

 高いマーケットシェアを活かし、データドリ

ブンなソリューションを提供

 顧客企業のＥＲＭ支援強化とリスクマネー

ジャー育成支援により、企業顧客からもっ

とも選ばれる会社を目指す



Ⅱ． 政策株式売却状況と売却後を見据えた成長戦略

1. 政策株式の売却状況

2. 成長投資の方向性と事業投資

3. 人財・ＤＸ・シナジー創出における成長取組み

4. 既存事業ハイライト
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１． 政策株式の売却状況

政策株式の売却状況（２０２４年10月末）

 2024年9月末時点の売却実績は、売却額約
4,500億円、売却益（税引後）約2,900億円
トヨタ自動車が実施した自己株式公開買付に
応募し、当社グループが保有する同社株式の
約3割を売却した

 2024年度通期では、年初計画を上回る
6,900億円の売却を見込む

 順調な売却に加え、保有株式の株価下落に
よる時価減少影響があり、2024年１０月末
時点の政策株式残高は約２．7兆円

 発行体からの売却了承取付は、当社グループ
保有上場株式に対して銘柄数ベースで約70%

時価残高
3.6兆円

時価残高
2.7兆円

時価減少影響
4,700億円

2024年3月末 2024年１０月末

通
期

売
却

予
想

6
,９

０
０

億
円

売
却

了
承

取
付

7
0

%

上期売却額
4,500億円



２． 成長投資の方向性と事業投資
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• 政策株式売却による資金を活用し、2兆円程度を成長投資に振り向けていく

• 事業投資については、これまでの経験を充分に活かし、規律を持った検討を行っていく

成長投資の方向性 海外事業投資の考え方とターゲット

利益源泉とリスクの分散

・ 海外事業投資

・ 海外保険事業への追加資本配賦

収益性の向上

・ 収益期待資産の積み上げ

・ DX・イノベーションへの投資

・ 人財に対する投資

新たな事業領域の拡大

・ CVCを活用したスタートアップ投資

運用ポートフォリオ最適化としての

国内上場株式保有

事業投資の考え方

・ 資本コストをベースに設定するハードルレートを上回

る投資効率が期待できること

・ 投資対象国における当社戦略と整合的で、グループシ

ナジーの発揮に繋がること

・ 投資先との経営哲学・方針が一致していること

・ 市場環境、投資先が持つ技術やパートナー関係などに

照らし、買収や戦略的出資などの手法を使い分ける

・ 早期かつ着実に利益貢献が見込める案件を優先する

 ターゲットとする領域

・ 米国におけるスペシャルティ分野

・ アジアでは各拠点の強みを活かせる領域

・ 海外におけるアセットマネジメント事業

成長投資
約2兆円

上期売却額から
得られた資金
2,300億円

株主還元

法人税



３． 人財・ＤＸ・シナジー創出における成長取組み
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DX シナジー

人財

人財への投資

 「スキル」獲得を支える社員研修制度の拡充

 採用を多様化し、専門人財の獲得と育成（経営、デ
ジタル、海外など）を強化

 専門性向上を促すインセンティブの設定など、社員
のスキル向上を処遇に反映

 「スキル」を重視した評価制度など、新たな人事制
度を検討

 希望する部門・ポストへの異動を自ら決める公募
制度（ポストチャレンジ制度）を拡充

 ESOP（従業員自社株保有制度）の導入

エンゲージメント・生産性の向上

 国内損保・国内生保のシナジー

20% 25%生損併売率

 MSA生命・MSP生命のシナジー

MSA生命における
MSP生命商品の販売 ５0０億円超

中計第1ステージ累計

 AI活用の推進
・ コールセンター領域

事故受付業務の一部へ導入し、受付集中時でも
お客さまをお待たせしない対応を可能に

・ 損害サービス領域
フェイク画像のAI探知システムなど

 DXを活用した新たなビジネスモデルの取組み
・ 補償前後のサービスの拡充

（MS&ADサイバーリスクファインダー等）

• 人財・DX分野へ重点的に取り組むとともに、グループ全体のシナジーの発揮に繋げていく

1,300億円超

 1プラットフォーム戦略

MSとADの間における本社機能および2社共通機能の共有化・
共同化・一体化、持株会社を中心としたコーポレート領域の一体
運営やBPOを活用した集約により、効率化と高度化を進める

中計期間見通し

202２年度末実績 2025年度末（見通し）



1,183

1,867

4,530
4,120

1,480

1,067 
1,380 

1,720

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

グループ修正利益 政策株式売却加速影響除く (億円)

※ 一過性もしくは個別の利益増減要因を控除したもの

特殊要因※

４． 既存事業ハイライト （１）-1 国内損保事業
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• ビジネススタイルの変革を通じて、お客さま・社会にとって価値ある商品・サービスを提供するとともに、中核事業と
してさらなる収益力の強化を図る

グループ修正利益 主要戦略

(年度)

自動車保険の
収 支 改 善

 収支状況を注視し、適切な料率改定を実施
（次回2025年1月実施）

 データやAIを活用した事故削減取組み、不正
請求排除等により収支改善を下支え

火 災 保 険 の
収 支 改 善

 ２０２４年度には収支が確保できる契約の割合
が50%を超え、引受ポートフォリオが改善

 2025年度に保険引受利益を黒字化し、その先
は資本コストを賄える水準まで収支を改善

新 種 保 険 の
利 益 拡 大

 成長性・収益性に優れた中小企業向けパッ
ケージ商品の販売を強化

 サービス一体型商品の提供によるマーケット
拡大、ロス低減効果を通じて収益力をさらに
強化



33.9%

33.4% 33.3%
33.0%

32.0%

30%台

30%

31%

32%

33%

34%

35%

36%

37%

38%

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

ＭＳ＋ＡＤ
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• インフレ加速等の環境変化に着実に対応し、早期に３０％台を達成することを目指す

４． 既存事業ハイライト （１）-２ 国内損保事業 事業費率改善

事業費率の見通し 主要課題への対応

組 織 ・ 要 員 の
最 適 化

 プロセス自動化による要員の最適化と、リスキ
リング・アップスキリングによる戦略領域への
機動的な要員配置

 採用難を見据え、賃上げを含む処遇向上によ
る優秀人財の獲得と維持

シ ス テ ム

 自前主義脱却による固定費の変動費化と“Fit 
to Standard”の観点によるシステム投資の
抑制

 経営環境の変化にあわせ、システムの「捨てる、
変える、縮める」を推進

代理店手数料

 代理店の役割や募集品質を反映した代理店手
数料体系への移行

 募集コストを低減するビジネスモデルへの移行
(年度)



197 196
230 240

167

318
300 320

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

497 510
540

（億円）

特殊要因※2

657

MSA生命 MSP生命
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４． 既存事業ハイライト （２） 国内生保事業

• 当社グループの強みである顧客基盤の相互活用による生損および生保２社間クロスセルの推進、および生保２社の
強みである営業基盤（チャネル）を活かした顧客アプローチの強化

• 健康寿命や資産寿命の延伸といった人生100年時代の社会課題の解決に貢献できる商品・サービスを提供

グループ修正利益※1

※1 国内生保事業の合計値にはパーチェス差額調整等を含む
※2 詳細はP.48

主要戦略

M S A 生 命

 損保代理店による生損併売の強化

 事業継続力強化計画認定支援等による中小企業
開拓

 保障と保障前後のヘルスケアサービスを一体で
提供する「MSAケア」の積極展開

M S A 生 命
✕

M S P 生 命

 MSA生命の代理店網におけるMSP生命商品の
提携販売強化

M S P 生 命

 金融機関代理店に寄り添った研修等の支援に
よりリーディングポジションを盤石化

 資産形成・資産活用・資産継承層の幅広いニーズ
に応える独自性の高い商品開発(年度)



670

1,395

1,660

2,120

△ 300

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

ロイズ・再保険 アジア 米州

欧州 トヨタリテール AD本社受再

海外生保 その他 合計
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４． 既存事業ハイライト （３） 海外事業

（億円）

• 収益力が回復したロイズ・再保険事業、市場拡大が続く米州およびアジアを中心に成長戦略を展開

• 高いROEが見込める拠点には、機動的に追加の資本配賦を行い、さらなる利益の上積みを図る

グループ修正利益

（年度）

主要戦略

ロイズ・再保険  ロイズ（AUL）・再保険（MS Re）ともに、引受規律を
維持しながらビジネスの拡大に取り組む

 ソフト化局面を見据えてサイクルマネジメントを徹底

米 州  MSIG USAでは、トップティア・ブローカーとの提携
を中心に、引受規律を重視しながらローカル事業を慎
重に拡大する

 MS Transverseでは、MGA※3から収益性の高い
プログラムビジネスを選定、取引を拡大しマーケット
を上回る成長を実現する

欧 州  AISE（本社：ベルギー）と、MSIGEU（本社：ドイツ）を
2025年夏頃に統合予定

 欧州大陸における企業保険準大手のポジションを確
立するとともに、経営効率を高めて利益拡大を図る

ア ジ ア  地域横断で「販路拡大」「EV保険の販売体制構築」「医
療・健康ニーズ拡大の捕捉」等の重点課題への取組み
を加速する

※3 Managing General Agentの略称。保険会社から権限を委託され、保険引受・再保険手配
・保険金査定等の幅広い業務を行う

※１ IFRS17号遡及適用後
※2  アジア・米州・欧州の各セグメントにはAD海外事業は含まない

※1

※2



４． 既存事業ハイライト （４） 資産運用

• 期間損益にも配慮するが、運用の戦略目標はALM・流動性確保を前提にした「長期的な時価純資産の拡大」

• 企業やアセットの本源的価値（＝長期的なＣＦ創出力）に着目した投資に注力し、そのための態勢を強化する

国内：2024年4-9月運用損益※1

海外：2024年1-6月運用資産残高・運用損益

拠点 運用損益 前年同期比 利回り 資産残高
2024年6月末

ＭＳアムリン 147 ＋31 2.1% 15,720

欧州（除くＭＳアムリン） 18 ＋8 2.7% 1,370

米州 51 ＋13 3.0% 4,470

アジア・オセアニア 258 ＋97 5.2% 10,607

ＡＤ欧州 16 ＋6 2.3% 1,439

海外合計 501 ＋157 3.2% 34,474

実績 前年同期比

国内損保3社計 4,254 ＋2,842

ネット利息配当 1,170 ＋185

キャピタル損益等 3,157 ＋2,661

投資経費 △73 △4

MSA生命 316 ＋4

MSP生命
（資産・負債ネット）※2 935 ＋676

※1 管理会計ベース

※2 管理会計上の資産負債合算ベースの資産運用損益（一般勘定）

（億円）

（億円）

不動産 0.3 

海外事業投資等 1.7 

収益期待資産

3.9 

政策株式

2.7 

ALM対応資産＋

短期資金 11.5 
運用資産
20.3兆円

2024年9月末国内運用資産残高

（兆円）

 長期的な視点から資産運用ポートフォリオの質を向上

① ＡＬＭ運用におけるクレジット投資拡大

② 収益期待資産運用におけるプライベートアセット投資強化

とリスク調整のための利益確定売却

③ 債券の入替

 国内外グループ共同の分析態勢、株式運用態勢の強化と、

外部提携の検討

17

利回り

MS

インカム 3.7％

実現 16.7％

AD
インカム 3.0％

実現 3.4％

MSA

生命

インカム 1.3％

実現 1.2％



Ⅲ. 資本コストと株価を意識した取組み
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6.1%

9.0%

14.3%
15.1%

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

15.0%

17.0%

19.0%

2022

IFRS適用後

2023 2024

予想

2025

見通し

グループ修正ROE 株主資本コスト

資本コストと株価を意識した取組み

19

 事業ポートフォリオの見直し・組換え
 既存ビジネスの収益力向上
 適正な資本水準の維持

 利益および純資産のボラティリティ削減
 積極的な開示と市場との対話

グループ修正ROEと株主資本コスト 主な取組み

ROE向上

資本コスト
引下げ

（年度）

ROE引上げの取組み

海外事業の
収益性向上

ロイズ・再保険事業を中心に収支は大幅に改善
収益性の高い領域には資本の追加配賦も検討

火災保険の
黒字化前倒し

2025年度に黒字化を見通す

資本コスト引下げの取組み

国内株式  政策株式の売却は順調に進捗

自然災害  海外自然災害リスクを適切にコントロール

9、10月には、2つの大型ハリケーン（へリーン、ミルトン）
が発生したが、現時点で海外自然災害予算の範囲内に
収まる見通し

金利  資産負債のデュレーションマッチング

既存ビジネスの収益力向上等により、2024年度以降、グループ修正ROEは安定的に10%を上回る見通し

当社株式は、2024年8月より「ＪＰＸプライム１５０指数※」の対象銘柄に組み入れられた

※ 日本取引所グループが、「価値創造が推定される我が国を代表する企業」と位置
付ける150銘柄を指定して2023年7月から算出を開始した指数。資本収益性
や市場評価の観点で評価され、定期的に入れ替えられる

保険金支払見込 へリーン ミルトン

ロイズ・再保険 60 100 ～150

AD本社受再 20 60

（億円）



【参考資料】

I. グループ全体の状況
1. 収入保険料の推移

2. ボトムラインとROEの推移（財務会計ベース）

3．為替・金利変動の利益（2024年度業績予想）への影響

Ⅱ. 各事業の取組み
1.  国内損害保険事業 2.  国内生命保険事業 3. 海外事業

4. 資産運用

Ⅲ. 各事業の基本情報
1.  国内損害保険事業 2.  国内生命保険事業 3. 海外事業

4. デジタル・リスク関連サービス事業、金融サービス事業

5. 資産運用

Ⅳ. 価値創造を支える仕組み

1.  サステナビリティ 2.  人財取組み 3. ERM

Ⅴ. 株主還元実績と株価関連指標
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Ⅰ. グループ全体の状況

1. 収入保険料の推移

2. ボトムラインとROEの推移（財務会計ベース）

3. 為替・金利変動の利益（2024年度業績予想）への影響

21



28,095 
29,407 

30,789 

34,069 34,469 35,004 
35,737 

35,009 
36,090 

39,332 

42,617 

46,300 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

1． 収入保険料の推移 (1) 連結正味収入保険料

22

（年度）

※  自動車保険「もどリッチ」の払戻充当保険料を控除したベース
※  2022年度に係る数値はIFRS17号遡及適用後

（億円）

連結正味収入保険料※

中間期実績

22,700 25,395 

2023中間期 2024中間期



１． 収入保険料の推移 (2) 国内生命保険：保険料(グロス収入保険料)

23

12,431 

14,958 

17,605 

15,500 
15,081 

15,999 

13,934 
12,973 13,144 

17,075

18,273

15,720

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

※ 保険料（グロス収入保険料）は国内生保子会社のみ

（億円）

（年度）

生命保険：保険料(グロス収入保険料)※

中間期実績

8,912 8,586 

2023中間期 2024中間期



1,902

2,870 2,915

3,526

2,115

2,908

1,577

3,065

3,904

2,922

4,164

8,930

934

1,362

1,815
2,104

1,540
1,927

1,430 1,443

2,627

2,110

3,692

6,300

4.4%
5.2%

6.4%

7.8%

5.5%

6.8%

5.5% 5.2%

8.3%

6.6%

9.8%

14.7%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

連結経常利益（億円）

当期純利益（億円）

ROE

２． ボトムラインとROEの推移（財務会計ベース）

連結経常利益・当期純利益・ROEの推移

（年度）

※  2022年度に係る数値はIFRS17号遡及適用後
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1,314

6,308

875
4,589

2023中間期 2024中間期

中間期実績



全通貨5％円安

当期純利益への影響 ＋約４０億円

海外子会社利益の増加 ＋約２４億円

国内損保子会社 △約９億円

外貨預金の為替洗替や為替ヘッジ損益の変動等
外貨建支払備金の増加

外貨建のれん等の償却費の増加 △約５億円

国内生保子会社における利ざや増加等 ＋約３０億円

グループ修正利益への影響は、外貨建のれん等の償却費の増加を除いた ＋約４５億円

３． 為替・金利変動の利益（2024年度業績予想）への影響

25

当期純利益およびグループ修正利益への影響

新規投資債券の利息増加※1 ＋約３億円

 ５％円安による利益への影響

 0.5%円金利上昇による利益への影響

 0.5%海外金利上昇による利益への影響

当期純利益およびグループ修正利益への影響

新規投資債券の利息増加※2 ＋約３億円

（注）MSP生命の資産負債の時価変動に伴う為替影響、金利影響は上記に含めていない。

※1 24年度下期の国内債券の新規投資予定額約2,800億円（MS、AD、MSA生命、MSP生命の4社計）×0.5%×0.5（半年分の金利）×0.5（下期に平準的に投資する前提）

※2 24年度下期の外国債券の新規投資予定額約2,200億円（MS、AD、MSA生命、MSP生命の4社計)×0.5%×0.5（半年分の金利）×0.5（下期に平準的に投資する前提）



Ⅱ. 各事業の取組み

1. 国内損害保険事業

2. 国内生命保険事業

3. 海外事業

4. 資産運用
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国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

770 

△ 141 △ 460 18 

56.3%

62.7%

68.9%
71.1%

68.5%

30%

40%

50%

60%

70%

2021 2022 2023

実績

2024

予想

2025

見通し

保険引受利益

E/I損害率

480 ※2

1, 716
雹（ひょう）災、インフレ
影響等により赤字拡大

E/I損害率と保険引受利益の見通し※1 事故の発生頻度と保険金単価の見通し※3

27

１． 国内損害保険事業 （１）自動車保険

(億円)

(年度)

 2023年度までの上昇基調から転じ、２０２４年度上期は横ばいで推移

 2024年度下期以降はASV普及等により、ゆるやかな低下を見込む

80

90

100

110

120

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

発生頻度 保険金単価 頻度×単価インデックス

 202４年度上期はインフレ等による工賃・部品単価の上昇トレンドが
継続

 2024年度下期以降もインフレ等による工賃・部品単価の上昇トレン
ドは継続

(年度)

※1 MSとADの2社合算値
（含む自然災害、除くAD海外）

※2  特殊要因（コロナによる自動車ロス減少+350億円、初年度収支残取崩+130億円）

※3 コロナ影響発生前の2019年度を100とし指数化

 2024年1月に3％程度の料率引上げを実施

 2025年1月の料率引き上げ（5％程度）等により、2025年度以降はE/I
損害率が（2024年度対比で）低下する見込み

保険金単価

料率改定の状況

発生頻度

• 引き続き損害率の状況を注視し、収支状況に応じて適切な料率改定を実施する

• データやAIを活用した事故削減取組み、不正請求排除等により収支改善を下支えしていく



△ 924

△ 221

△ 70 29

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

収支改善取組み

11%

50%

65%
75%

82%

45%

49%

22%

15%

12%
7%

48%

33%
22%

14%
7% 6%

7% 7% 6% 6% 6% 5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2023

実績

2024

予想

2025

見通し

2026

見通し

2027

見通し

2030

見通し

2024年10月～（黒字）

2022年10月～2024年9月（黒字）

2015年10月～2022年9月（赤字）

～2015年9月（赤字）
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国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

国内火災の保険引受利益※1の見通し 料率改定別の契約ポートフォリオ推移

（億円）

（年度）

（割合）

（年度）

（改定時期と収益性）

 2022年10月改定以降始期の黒字契約の割合が着実に増え、
ポートフォリオが改善

共通  インフレ傾向を受け、建物評価単価を引上げ

企業

 保険期間の短縮、ロス悪化時の機動的な料率見直し

 センサ・データ解析によるロス対策の提案、インタ総研の
リスクサーベイ活用 など

個人

 AI画像分析による建物損傷個所の診断サービスを提供

 セカンダリーぺリル対策として、お客さまへ防災アラート
を発信 など

• 過去の商品・料率改定による契約ポートフォリオの改善が着実に進んでいる

• 各種対策により、2025年度の黒字化を見通す

１． 国内損害保険事業 （２）火災保険

※1  異常危険準備金反映前

28



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

15.6% 13.4% 12.1%
8.1%

4.8% 3.7%

中小企業の損保加入状況

マーケット拡大
の取組み

 国内外の外部事業者と連携し、先進技術を
活用した商品・サービスを開発

 サイバー保険や労災保険など、損害の防止・
極小化を目的としたサービス一体型商品を
販売

大口ロス対策

 引受限度額の引き下げや特定リスクの免責
化、料率の引き上げを実施

 再保険の積極活用 など

 新種保険マーケットが拡大する一方、中小企業の保険加入率は十分でなく、
今後の伸びが期待される

2,447 

3,235 

3,785 3,953 4,100 
4,400 

280 

496 455 

145 

360 347 

0

500

1,000

1,500

0

2,000

4,000

6,000

2013 2017 2021 2023 2024

予想

2025

見通し

正味収入保険料 保険引受利益

（異常危険準備金反映前）

国内新種のトップライン・ボトムライン 新種保険マーケットの拡大策

29

１． 国内損害保険事業 （３）新種保険

• トップラインは着実に拡大。成長性・収益性に優れた中小企業向パッケージ商品の販売を強化していく

• サービス一体型商品の提供によるマーケット拡大、ロス低減効果を通じて収益力をさらに強化

（億円）

（年度）

約1.8兆円
火災保険（約1.9兆円）
と匹敵する規模に成長

国内新種保険マーケット
規模（2023年度）

666
732

807
866 

919 
968 

1,080 

31 
34 

38 
42 43 45 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

営業保険料 契約件数（億円）

（年度）

（万件）

CAGR 10.2%  

505 540 

24万件 25万件

2023

中間期

2024

中間期

中間期実績

中小企業向けパッケージ商品の販売状況



国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他

運用資産の拡大

4,777 5,420 
7,644 9,800 9,800 

47,392 49,303 50,772 50,929 51,745 

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

収益期待資産 運用資産
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• 国内最大規模の損保の代理店網・顧客基盤を活用し、保障性・資産形成商品をヘルスケアサービスと一体提案
できる強みを発揮することで、グループのリスク分散と安定的な収益拡大に貢献する

4,479 4,438 4,405 4,356 4,328 4,319 

119 
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300 275
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2020 2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

保有契約年換算保険料 純利益

含み損の実現と
利回り向上

保有契約・ボトムラインの成長

ＭＳＡケアによる法人開拓・深耕

（億円）

（億円）

（年度）

（年度）

主な取組み

 ＭＳＡケア導入による福利厚生制度拡充を切り口
とした法人マーケットの開拓・深耕を推進

 緩和型医療保険、介護・認知症保険の販売が拡大する一方、
通常型医療保険、ガン保険の販売減少等により、新契約年
換算保険料は減少

 以下の取組みにより、通期予想通りの着地を見込む

① 保障分析システムの活用によるコンサル提案の定着

② 事業継続力強化計画認定支援等による中小企業開拓

③ 保障前後のサービス強化（ＭＳＡケア）

1,515 

2,130 

3,074 
3,500 

2023

12月

2024

3月

2024

10月

2024

予想

ＭＳＡケア導入企業数

（年度）

（件）

２． 国内生命保険事業 （１）MSA生命



国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他
２． 国内生命保険事業 （２）MSP生命
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6.5 
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予想
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見通し

保有契約高(兆円） 純利益(億円）

保有契約・ボトムラインの成長

1,101 1,203 1,180 1,016 
1,453 

1,889 

566 557 1,199

308

△ 345 △ 750

2018 2019 2020 2021 2022 2023

利配収入 ｷｬﾋﾟﾀﾙ損益

資産運用益の拡大外貨建一時払保険に関する対応状況
※

（年度）

（年度）

主な取組み

※ 金銭の信託運用益のうちインカムゲイン部分を含む

 金融機関・MSA生命提携の販売チャネル強化・拡大等に
より一時払商品は順調に推移。平準払商品も大幅増加。

 以下に取り組み、純利益230億円での着地を見込む
① 一時払主力商品の改定や円建て商品の販売強化

② 平準払商品の販売強化による更なる資産形成マーケット
の開拓

• 強みである商品開発力を活かし、資産形成層・資産活用層・資産継承層といった幅広いお客さまに、必要な商品を
最適なチャネルで提供していくことでさらに成長していく

• 商品・運用の多様化およびALM高度化などのERMに取組み、安定的にグループの利益創出に貢献する

（億円） お客さまの最善の利益追求に向けた以下の取組みを
推進していく

① プロダクトガバナンス態勢強化（想定顧客層明確化、リ
スク・リターンの検証）

② ターゲット型保険における目標値設定の見直しを含む
販売・管理態勢の強化

③ アフターフォロー促進につながる手数料体系への見直し



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

△ 1

207
240 250

158

△ 50
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2022 2023 2024

予想

2025

見通し

収益性回復に伴う
税金負担の開始

３． 海外事業 （１）ロイズ（ＡＵＬ）
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• ボルチモア橋桁崩落事故や米国ハリケーンの影響があったものの、年初予想水準の利益を達成する見通し

• 規律ある引受けの徹底や、サイクルマネジメントの態勢を強化しながら、ロイズ市場において収益力トップ水準
を目指す

グループ修正利益

安定成長への継続取組み

（億円）

（年度)

ロシア・ウクライナ関連
ロス等

一般ロスおよび自然災害ロスの
良績（期待値からの下振れ影響）

※ 2022年度はIFRS17号遡及適用後

2024年度予想

年初予想
GBP122m（230億円）

 一般リスクは、ポートフォリオの分散効果や引受規律徹底に
より、1Qのボルチモア橋桁崩落事故等の影響を吸収

 自然災害ロスも年間計画のファンド内に収まる見通しであり、
グループ修正利益は年初水準を維持

一般リスク
現行の引受ポートフォリオにおける割合の低
いカジュアルティ等を拡大し、さらなる最適
化と収益性向上を図る

自然災害リスク
引受リスク量をコントロールしながら、リスク
対比リターンを最大化する

サイクルマネジメント
市場サイクルに合わせて機動的に引受けを見
直していく（ソフトマーケット局面では成長を
抑制する）

今回予想
GBP124m（240億円）



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

274 360

470
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見通し

バミューダ税制改正に伴う繰延
税金資産計上の影響
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グループ修正利益

（億円）

（年度)

※ 2022年度はIFRS17号遡及適用後

３． 海外事業 （２）再保険（ＭＳ Ｒｅ）

2024年度予想

 金融損益の好調と、自然災害ロスが年間計画のファンド内に
収まる見通しであることを主因に、年初水準どおりのグルー
プ修正利益を見込む

 一般リスクの損害率は、ボルチモア橋桁崩落事故等の影響で
年初予想より高くなる見込みであるものの、上記のとおり、
全体としては高い収益性を維持

収益性を維持した成長加速取組み

一般リスク
ハード市場環境の継続とポートフォリオ分散
の維持を前提に、ブランド力と信用力を活か
した引受拡大を図る

自然災害リスク
総合的な取引拡大により十分な収益確保が
期待できる元受保険会社にキャパシティを提
供していく

サイクルマネジメント
市場サイクルに合わせて機動的に引受けを見
直していく（ソフトマーケット局面では成長を
抑制する）

• ボルチモア橋桁崩落事故等の大口ロスの影響等があったものの、年初予想水準の利益を達成し、前年のバミュ
ーダでの法人税制改正による一過性のプラス影響を除くと大きく増益する見込み

• サイクルマネジメントの態勢を強化しながら、グローバル大手再保険会社に次ぐポジションへの成長を目指す

年初予想
USD301m（450億円）

今回予想
USD301m（470億円）



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

34

グループ修正利益 主な取組み

購買のデジタル化

新たなモビリティ

医療・健康ニーズ

販路拡張
（プラットフォーマー等）

新商品・新サービス

異業種提携等
（医療・サイバー等）

※ 2022年度はIFRS17号遡及適用後

３． 海外事業 （３）アジア

348

495
460 460

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

2022 2023 2024

予想
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見通し

ＭＳＦＣや明台（台湾）での保険引
受利益の好調による一時的な持
ち上がり

 医療保険MGA（シンガポール・Serenity社）への出資
アジア医療保険市場の拡大を捕捉するため、リスクを抑制しな
がら迅速に事業基盤を立ち上げ（2024年10月）

 サイバー保険MGA（米・Coalition社）との提携
アジア域内でのサイバー保険・リスクサービス提供拡大への足
掛かりとして、同社が豪州で展開する中小企業向けのサイバー
保険プログラムに非幹事として参画（2025年1月）

＜今年度の取組み例＞

等

（億円）

（年度)

• アジア市場の成長と社会・消費者の変化を捕捉し、2030年前後をターゲットに、アジア域内で収入保険料・利益
の業績面および商品・サービス等の品質面でもマーケットリーダーとなることを目指し、取組みを推進

• アジア域内拠点の連携を強化し、点ではなく面での取組みで、より効果的に戦略を展開

購買のデジタル化への対応、医療・健康ニーズへの対応、EV等の
新たなモビリティへの対応等、拡大する収益機会の捕捉に向けた
取組みを推進



その他海外事業国内生保事業国内損保事業
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予想

2025

見通し

３． 海外事業 （４）米州
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• MSIG USAのブローカービジネス拡大、MS TransverseのMGAビジネス拡大でローカル市場への参入を推進

• いずれも厳格な引受基準の徹底により、ボトムラインを最優先して取り組む

グループ修正利益 MSIG USAの主な取組み

（年度）

（億円）

MS Transverseの主な取組み

ＭＳＩＧ ＵＳＡ ＭＳ Transverse

その他（カナダ・中南米等）

１80

340

2023年1月にTransverseを買収
2023年6月にMSIG USAが大手
ブローカーAMWINSと提携開始

専門性の
高い引受
チーム

豊富なデータ
に基づく引受

プロセス

ブロー
カーとの
提携強化

 新CUOと種目ごとに採用した専門性の
高い引受責任者で引受態勢を強化

 豊富なデータを活用した、データ・ドリブ
ンで精緻なプライシング・引受判断と生
産性向上

 トップティア・ブローカーとの提携を強化
し、収益性が高いスペシャルティ分野の
プログラムへの参画をさらに推進

 買収以降、着実にプログラムが増加。今後も市場成長を取り込みな
がら、プログラムの選定と保有率のコントロールで収益を拡大

908
1,326 1,582

2,50120 
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※ 2022年度はIFRS17号遡及適用後



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

79
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2022 2023 2024

予想

2025

見通し

※ 2022年度はIFRS17号遡及適用後

３． 海外事業 （５）欧州

36

グループ修正利益 欧州大陸事業の統合

AISE
 オランダ、フランス、ベルギーの中小企業マーケット
 ベルギーに本社

MSIGEU
 ドイツ・フランスの大企業マーケット
 ドイツに本社

統合後の中長期見通し

（億円）

統合による一時コストを含む

 特徴ある２社が強みを磨きながら、合算ではグループ修正利益
で100億円超の規模に成長

 統合によるシナジー実現の素地やガバナンス態勢が整ったこと
から、2025年夏頃を目途にAISEを存続会社として統合予定

• 欧州大陸の保険現法2社を統合し、欧州大陸の企業保険市場で準大手のポジションを確立（2025年夏頃を予定）

• 統合のシナジー効果により、利益水準は統合後3年程度で2社単純合算の想定値を上回る見込み

 統合により欧州企業保険市場で準大手となり、市場規模の大き
いドイツやフランスでのクロスセル強化、両社ノウハウ共有等を
通じた事業規模の拡大を目指す

 再保険方針の見直しや経営効率向上等を通じた収益力強化によ
り、利益水準は統合後3年程度で2社単純合算の想定値を上回
る見込み

 市場サイクルを見極めながら収益性を安定的に高め、2030年
を目途にグループ修正利益250億円水準、ROE10%以上を目
指す

（年度）



グループ修正利益
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963 1,227 
1,632 1,890 2,100 

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

正味収入保険料

29
△ 4 △ 40 △ 10 10

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

その他海外事業国内生保事業国内損保事業

（年度)

（年度)

トヨタリテール事業

505 640 792 600 440

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

△ 19 △ 136 △ 281 △ 80 △ 10

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

正味収入保険料
（億円)

（億円)（億円)

（億円)

（年度)

（年度)

海外ローカル等本社受再

528 563 630 500 440

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

△ 39 27 43 80 70

2021 2022 2023 2024

予想

2025

見通し

正味収入保険料

グループ修正利益

欧州・豪州・中国・タイを中心に、トヨタグルー
プと連携、自動車販売店にて自動車保険や関
連商品を提供

左記以外のローカルビジネス、海外日系契約

 2023年度は、インフレ、車両盗難の増加、雹災
などの自然災害により収支が悪化

 インフレやロス状況を踏まえた料率引上げを行
うとともに、トヨタと連携した盗難対策やコスト
削減を進めており、2024年度予想は大幅に改
善、2025年以降は黒字回復を見通す

 過年度より収支改善に取り組んでいるが、
2023年度は、グアム台風、マウイ島大規模
火災の影響で赤字幅が拡大した

 収益の回復が見込めない事業の撤退・大幅
な縮小等、引き続き収益性回復に努める

 引受規律を維持しながら一般リスクを拡大
し、収益力向上を図る

 自然災害リスクの抑制を継続するとともに、
マーケットのサイクルを踏まえ、リスク量を
適切にコントロールしていく

選別したパートナー再保険者と出再・受再を
一体運営することにより利益を獲得

（億円)

グループ修正利益

（年度)

（億円)

（年度)

３． 海外事業 （６）ＡＤ海外事業



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

• 人口大国である中国・インドを中心に、銀行等の販売チャネルを有する国営企業や大手財閥等のパートナーとの
連携により、アジア生保市場の成長・利益を捕捉し、企業価値拡大を図る

• 英国・豪州では、マーケットリーダーへの出資により、安定的な企業価値拡大とキャッシュフロー獲得を目指す

グループ修正利益 生保市場の成長性

38

1,108
1,813 2,159 2,450

2,991

△ 300
200
700

1,200
1,700
2,200
2,700
3,200

2019 2020 2021 2022 2023

184

229

330 330

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

※5 EVを算出しているアジア生保部所管拠点の合計。現地期末EVに各期末為替を乗じて算出

(億円) 生命保険市場 パートナー

中国、インド、マレーシア、インドネシア：
2031年まで年平均10.7％成長の見通し※2

豪州（年金保険事業）：
2041年まで年平均5.1％成長の見通し※3

英国（年金・資産形成事業）：GBP150bn/年で
成長するGBP3tnの巨大市場※4

※2 出所：Allianz Insurance Report 2021
※3 出所：豪年金制度（スーパーアニュエーション）市場規模 （Deloitte Dynamics of the

Australian Superannuation System: The Next 20 Years to 2041より計算）
※4  出所：Phoenix IR資料より

グローバルな株価下落
等の市場変動による資
産価格の低下

(億円)

（年度)

（年度)

EV（当社持分）の推移※5

３． 海外事業 （７）海外生保

中国株式市場高騰に伴う
出資先保有株式の評価益
増を含む

※1 2022年度はIFRS17号遡及適用後

※ 1



その他国内生保事業国内損保事業 海外事業

39

信用リスクテイクのケイパビリティ確保 グローバル運用体制

 収益期待資産の運用は、2022年1月にスイスの運用会社LGT
と共同出資でニューヨークに設立した子会社MSRをグループ連
携のハブとして、グループ各社から人財を派遣

 MS Amlinの資産運用会社AIMLおよびILS（保険リンク証券）
に投資するファンドを運営するLCPとあわせ、グローバルに態勢
を整備

※1 MSR Capital Partners, LLP
※2 LGT Capital Partners AG
※3 MS Amlin Investment Management Limited
※4 Leadenhall Capital Partners, LLP

 マクロ経済・金融政策の予測に基づくポジション調整
運営を高度化

 プライベートアセットにつき、危機予兆の管理を強化

 人財の育成・外部登用、資本提携等により求められる
運用スキルの補完・強化を進める

国内上場株式 内部人財の育成及び外部登用

外国社債
海外信用リスクの分析能力の高い運用会社との
提携等を進める

プライベート
アセット

投資対象領域ごとに選別して運用委託
PE領域はMSR※1が主導して取り組む

米国商業用不動産ローンの状況

・「金銭の信託」として保有
・2024年9月末時点残高は3,154億円
（うち伝統的オフィスは20%以下）

・LTVの全体平均は70%以下
・業績への影響は限定的

LGT※2
グループ
各社

LCP※4AIML※3

MSR

パートナー

外債 PE その他

人財派遣

投資機会・投資技術・市場情報の集約

運用委託

パートナー

４． 資産運用戦略 （１）態勢整備

資産運用リスクの管理強化



その他国内生保事業国内損保事業 海外事業

不動産・その他運用資産 0.6 

事業投資 1.7 

収益期待資産 3.6 

政策株式 3.6 

ALM対応資産＋短期資金

11.8 

４． 資産運用戦略 （２）政策株式売却後の資産運用ポートフォリオ
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運用資産残高（2024年3月末） 運用資産残高（2030年のイメージ）

※1 国内5社単体単純合算ベース、社外流出（税金・株主還元）1.5兆円（2024年3月末→2030年3月末）を想定
※2 MSP生命は資産が負債を超過する分のみカウント

2024年3月末
運用資産※1

21.5兆円

ALM対応資産（短期資産含む）

• MS、AD、MSA生命は円建て債券・貸付金を中心に、MSP生命は
外貨建負債に合わせ外債等中心に運用

• ALM資産運用で一部信用リスクテイク
• 金利、為替リスクは原則負債と相殺

収益期待資産 3.6兆円→5.5兆円※2

• 流動性のある外債・純投資株式に加え、リスク分散・高利回り・
低ボラティリティが期待できる海外PE等のオルタナティブ資産
への配分を拡大する

不動産・その他運用資産 0.3 

事業投資 2.2 

収益期待資産 5.5

内、国内純投資株式 0.8 

ALM対応資産＋短期資金

11.8 

2030年
運用資産※1

20.0兆円



Ⅲ. 各事業の基本情報

1. 国内損害保険事業

2. 国内生命保険事業

3. 海外事業

4. デジタル・リスク関連サービス事業、金融サービス事業

5. 資産運用

41



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

1,469 
1,195 

1,585 

1,897 

1,183 

1,867 

4,530 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

924 919 

1,533 

1,901 

2014 2015 2016 2017

42

(年度)

(億円)

ROR
（2019～2023年度平均）

12.7％

特殊要因Ⅱ※2

特殊要因

2,307

1,480

(参考)グループコア利益

特殊要因Ⅰ※1

※1 一過性：新型コロナの影響額△210億円
※2 一過性でないもの：インフレに備えたIBNRの積立△60億円、自然災害のロス増加（年初予想からの上振れ）△180億円、大口事故のロス増加△390億円、

政策株式売却加速＋540億円

１． 国内損害保険事業 (１) グループ修正利益の推移

635 3,376 

2023
中間期

2024
中間期

中間期実績

グループ修正利益の推移



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

3,675 4,101 3,369 3,711 3,826 4,052 4,411 4,362 4,907 4,579 5,119 

728 727
641 679 704 691 600 691 

839 786 
799 2,191 2,045

2,049 2,089 2,153 2,035 2,036 2,081 
2,124 2,193 

2,238 

12,914 13,174
13,346 

13,432 13,421 13,834 14,129 14,365 
14,537 15,106 

15,488 

3,478 
3,571

3,556 
3,515 3,373 

3,467 3,006 2,809 
2,754 2,552 

2,437 3,077 
3,374

3,739 
3,794 3,981 

4,164 4,225 4,395 
4,491 4,704 

4,840 

26,066 
26,995 26,702 

27,223 27,460 
28,247 28,409 28,706 

29,653 29,922 
30,920 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

火災 海上 傷害 自動車 自賠責 その他

2,383 2,928 

418 
436 1,164 

1,178 

7,501 
7,773 

1,350 
1,224 

2,499 
2,524 

15,318 
16,066 

2023

中間期

2024

中間期

43

(億円)

※MS、ADの単体数値の単純合算値
(年度)

１．国内損害保険事業 (２) 種目別正味収入保険料の推移

中間期実績



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

44

項目／年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
2024
予想

保険引受利益 287 439 1,213 893 628 84 114 715 △152 △124 660

異常危険準備金ネット取崩
（利益影響）

△313 △816 △818 △446 798 △333 △653 △737 388 459 782

保険引受利益
（異常危険準備金反映前）

601 1,256 2,031 1,339 △169 418 767 1,453 △541 △584 △122

自然災害等※１（参考） △272 △681 △510 △1,188 △2,353 △1,229 △850 △772 △1,155 △1,350 △1,140

※ MS、ADの単体数値の単純合算値

※1 2017年度より2社の当年度発生国内自然災害および海外自然災害のインカードロスの金額を表示

2019年度より2社の当年度発生国内自然災害および海外自然災害のインカードロスの合計から2018年度自然災害に係るキャットボンド回収額を控除した金額を表示

△ 194 

△ 838 

△ 234 

△ 559 

△ 943 

△ 1,384 △ 1,427 

△ 988 
△ 782 

△ 230 38 116 85 50 88
115 96 51 19

166

△ 21 

79 47 46 111 105 

△ 42 

73 

△ 115 

△ 82 

585 

913 1,116 
853 

962 1,053 1,256 

1,200 

745 
65 

△ 120 

169 
198 

501 
409 193 

231 378 

△ 20 

△ 44 

287 

439 

1,213 

893 

628 

84 114 

715 

△ 152 

△ 124 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

その他 自動車 傷害

海上 火災 合計 (億円)

(年度)

１. 国内損害保険事業 (３) 種目別保険引受利益の推移

△ 481 △ 301
158 138 

△ 29 △ 57 

△ 91 

230 

△ 12 

270 

△ 455

279

2023

中間期

2024

中間期

中間期実績



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

6,790 

7,607 

8,425 

8,871 

8,073 
8,406 

9,060 

9,797 
9,409 

8,949 

8,168 

2,166 
2,523 

2,726 2,669 

1,639 
1,857 1,932 2,050 

1,846 1,739 1,616 

30.1%
32.5%

36.4% 37.4%
33.5% 33.9% 35.7%

37.8%
34.9%

32.7%

28.7%

58.9% 61.5%

80.9%

71.9%

42.8%

45.8%
43.8%

46.9%

37.6% 38.0%

31.6%

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

全種目（残高） 火災（残高） 全種目（残高率） 火災（残高率）

45

異常危険準備金残高の推移

※ MS、ADの単体数値の単純合算値

※ 残高率＝異常危険準備金残高÷正味収入保険料（除く家計地震・自賠責）

（年度）

（億円）

１. 国内損害保険事業 (４) 異常危険準備金残高の状況



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他

99.5%

109.0%

103.9%

97.3%

95.1%

90.6%

91.0%
91.9%

99.0%

95.9%

91.6% 91.7%

98.2%

97.6%

99.7%

103.3%

116.1%

102.1%

101.1%

96.4%

93.0%

91.3%

94.1%

100.6%

96.4%

95.1%
95.7%

101.5%

103.3%

100.1%

90.7%

91.2%

89.1%

90.4%

94.3%
94.0%

96.2%

90.8%
91.4%

91.7%
92.7%

97.2%

98.4%

96.1%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

WPベース EIベース

WPベース（除く自然災害等） EIベース（除く自然災害等）
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１. 国内損害保険事業 (５) コンバインドレシオの推移

（年度）

※MS、ADの単体数値の単純合算値。(2010年度はMS、あいおい損害保険㈱、ニッセイ同和損害保険㈱の単体数値の単純合算値)

※除く、家計地震・自賠責



国内損保事業 海外事業国内生保事業 その他
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59.5% 59.2%

54.7% 55.3%

63.6%

60.6%
62.0% 62.8%

66.6%
68.1%

67.5%

83.4%

70.4%

64.1%
62.3%

59.9%

63.4% 61.5%

69.1%

63.9%

58.0%
59.3%

64.9% 64.3%

37.6% 37.0%

34.5%
33.2% 32.6% 32.1% 32.2%

33.2%
35.1% 35.0% 34.6% 33.8% 33.0% 32.3% 32.2% 32.1% 32.1% 32.6% 32.5% 32.6% 32.7% 32.9% 32.6% 32.6%

97.1% 96.2%

89.2% 88.5%

96.2%

92.7%
94.2%

96.0%

101.7%
103.1%

102.1%

117.2%

103.4%

96.4%
94.5%

92.0%

95.5%

94.1%

101.6%

96.5%

90.7%
92.2%

97.5% 96.9%

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

（年度）

第一次業界再編（三井住友海上、あいおい損保、
ニッセイ同和損保、日本興亜損保、東京海上日動、
損保ジャパン）

損害保険料率算出機構設立

 責任準備金制度の改正

 付随的な保険金支払い漏れ問題

 第三分野商品の保険金支払い漏れ問題

リーマン・ショック

ギリシャ危機

第二次業界再編
（MS＆AD、NKSJ）

東日本大震災

自動車保険
ノンフリート
等級制度改定

業界再編

法律・制度

規制緩和

規制緩和

法律・制度

法律・制度

金融市場

金融市場

業界再編

災害

災害

コンバインド・レシオ

損害率※

事業費率※

タイ大洪水

第三分野参入規制の撤廃、ガン保険、
医療保険発売銀行等による
保険販売の開始

法律・制度 自動車保険参考純率改定
（2009年6月）

法律・制度

※出所：日本損害保険協会データ

法律・制度

自動車保険参考純率改定
（2017年5月）

１. 国内損害保険事業 (６) 損害保険業界のコンバインドレシオ（WP）の推移
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２． 国内生命保険事業 (1) グループ修正利益の推移

233 203

431

530

197 196 230

108
120

165

253

167

318
300

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

182 147 190 207 292

71
59

64 46

52

2013 2014 2015 2016 2017

343

251250

204

244

※1 国内生保事業の合計値にはパーチェス差額調整等を含む
※2 一過性：新型コロナの影響額△110億円
※3 一過性でないもの：MSP生命の外貨標準責任準備金の増加 等△200億円

（年度）

(億円)

グループ修正利益の推移

316
297

569

457

MSA生命

MSP生命

国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他

ROR
（2019～2023年度平均） 9.2％

(参考)グループコア利益 グループ修正利益※1

347

757

特殊要因Ⅰ※2

特殊要因

497

特殊要因Ⅱ※3

510

657

-86

337
182

153

2023

中間期

2024

中間期

中間期実績

87

480



国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他

422

462 
481 

517 

388 

511 

293 
262 269 271 269 265 

109

144 135
152

139

177
192

146 140 135 143 140

2.6

2.4 2.4
2.3

2.6

3.1

2.0

1.7
1.6

1.4

1.2
1.3

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

新契約年換算保険料（億円）

新契約年換算保険料うち第三分野（億円）

新契約高（兆円）

3,335 

3,534 

3,757 

4,010 
4,123 

4,315 

4,481 4,479 4,438 4,405 4,356 4,328 

611 
705 

787 
884 

967 
1,078 

1,381 
1,460 

1,524 1,575 1,627 1,684 

21.1 
21.8 

22.5 
23.2 

23.8 
24.5 24.4 24.2 

23.8 
23.2 

22.4 
21.7 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

保有契約年換算保険料（億円）

保有契約年換算保険料うち第三分野（億円）

保有契約高（兆円）

２． 国内生命保険事業 (2) MSA生命（契約高・年換算保険料）
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保有契約高・保有契約年換算保険料 新契約高･新契約年換算保険料

（年度） （年度）

136 127

69 66

0.66 
0.58 

2023

中間期

2024

中間期

中間期実績



国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他

179 

124 

178 

207 

292 

233 

203 

431 

530 

197 196 

230 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

4.0

4.4
4.9

5.6
6.0

6.6 6.5 6.5
6.8 6.9

7.9 7.88,264 

10,540 

12,994 

10,711 

10,156 

10,956 

8,721 

7,854 
8,124 

12,204 

13,535 

11,050 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

保有契約高（兆円）

収入保険料（億円）

２． 国内生命保険事業 (3) MSP生命（収入保険料･保有契約高･純利益）
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(億円)

収入保険料・保有契約高 当期純利益

■ 保有契約高（兆円）

（年度） （年度）

中間期実績

6,545 6,265 

2023中間期 2024中間期
△86

337

2023中間期 2024中間期

中間期実績



国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他

1,950 2,684 4,072
4,404

4,463
5,154

5,061

4,212

2,241

△38 △1,748 △ 1,748

3,931
3,794 1,885

3,537
3,892

3,040
3,840

5,370

6,994 9,119 10,938 11,075

5,881
6,478

5,958

7,942
8,355 8,194

8,902
9,583 9,236 9,080

9,189 9,327

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2023

1,326
2,374

2,455
2,529

2,841
2,943

2,934

4,002

4,361

4,293 4,245
1,022

727 882 1,223
1,321 1,418

549

1,571
2,058

2,352
2,948

2,348

3,102 3,338
3,753

4,162 4,361

3,484

5,574

6,419 6,646
7,194

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

２． 国内生命保険事業 (4) エンベディッド・バリュー(EEV)の推移（2013年度末～2023年度末）
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（億円）

（年度末）

純資産価値 保有契約価値

※1 2021年度末のEEVでは、計測手法の変更を実施。

※1

（億円）

MSA生命 MSP生命

UFR
適用後

純資産価値 保有契約価値

（年度末）

 前年度末からの変動要因（2023年度,億円）

要 因 増減額

前年度末EEVの調整 △68

当年度新契約価値 9

期待収益（参照金利分） 45

期待収益（超過収益分） 24

前提条件（非経済前提）と
実績の差異

1

前提条件（非経済前提）の変更 △113

前提条件（経済前提）と
実績の差異

648

合計 547

 EEVの感応度（2023年度末, 億円）

前提条件 変動幅

リスクフリーレート 50bp上昇 △51

リスクフリーレート 50bp低下 51

株式・不動産価値 10％下落 △19

経費率（維持費） 10％減少 71

解約・失効率 10％減少 △23

保険事故発生率
（死亡保険）

5％低下 38

保険事故発生率
（年金保険）

5％低下 △10

株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △14

金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △27

必要資本を法定最低水準に変更 88

超過スプレッドを反映しない △1,167

要 因 増減額

期始EEVの調整 △50

当年度新契約価値 466

期待収益
（リスクフリーレート分）

96

期待収益（超過収益分） 72

前提条件（非経済前提）と
実績の差異

△43

前提条件（非経済前提）の
変更

△497

前提条件（経済前提）と
実績の差異

65

その他事業関係の変動 △0

合計 109

 前年度末からの変動要因（2023年度,億円）

前提条件 変動幅

リスクフリーレート 50bp上昇 △591

リスクフリーレート 50bp低下 524

株式・不動産価値 10％下落 △58

経費率（維持費） 10％減少 347

解約・失効率 10％減少 190

保険事故発生率（死亡保険） 5％低下 567

保険事故発生率（年金保険） 5％低下 △1

株式・不動産の
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 0

金利ｽﾜｯﾌﾟｼｮﾝの
ｲﾝﾌﾟﾗｲﾄﾞ･ﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ

25%上昇 △247

必要資本を法定最低水準に変更 125

超長期金利の補外方法として終局金利
（UFR）を適用

137

 EEVの感応度（2023年度末, 億円）



その他海外事業国内生保事業国内損保事業
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494 

△ 71 

343 
179 

670 

1,395 

1,660 

498

2018 2019 2020 2021 2022 2022

IFRS17適用後

2023 2024

予想

382 

279 
346 

2014 2015 2016 2017

52

グループ修正利益の推移

(年度)

（参考）2014～2017グループコア利益

(億円)

特殊要因Ⅰ※3 特殊要因※2 

603

939

※1 コロナロス△570億円

※2 海外自然災害の予算超過額△260億円

※3 一過性：ロシア・ウクライナ関連ロス△160億円、新型コロナの影響額△200億円、金融マーケット変動要因△310億円 （MS Amlin△190億円、海外生保△ 120億円）、海外保有不動産の削減（台湾）180億円

※4 一過性でないもの：インフレに備えたIBNRの積立△ 180億円、自然災害のロス増加（年初予想からの上振れ） △60億円、大口事故のロス増加△30億円

特殊要因※1 

ROR
（2019～2023年度平均） 6.5％

連続２年間通算の
自然災害による保険ロス

としては史上最高

当社インカードロス
• 2017年：1,301億円
• 2018年： 744億円

特殊要因Ⅱ※4 

△1,250

３． 海外事業 (１) グループ修正利益の推移

379

1,151

2023中間期 2024中間期

中間期実績



その他海外事業国内生保事業国内損保事業

53

正味収入保険料(損保)

 グループ修正利益

※1 「海外事業」：海外連結子会社及び持分法適用関連会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社、損保会社本社の海外受再等の業績を合算したベース

※2 本社調整等反映後の数値であり、各地域・事業の合計と一致しない。また、アジア・欧州・米州の各セグメントにはAD海外事業は含まない

(億円)

(億円)

３. 海外事業 (２) 正味収入保険料とグループ修正利益※1

2023年度
中間期

2024年度中間期 2024年度通期

実績 前期比 予想 前期比 年初予想比

海外事業 合計※2 9,168 10,921 1,752 18,390 2,187 120

ロイズ・再保険 4,194 5,123 929 8,020 1,277 80

AUL 1,577 1,398 △178 2,950 316 △10

MS Re 2,623 3,702 1,079 5,050 953 90

アジア 1,673 1,927 253 3,760 380 △80

欧州 1,427 1,589 162 2,190 179 160

米州 446 682 235 1,490 416 △80

トヨタリテール 785 1,032 247 1,890 258 10

本社再保険事業 296 278 △17 500 △130 △20

2023年度
中間期

2024年度中間期 2024年度通期

実績 前期比 予想 前期比 年初予想比

海外事業 合計※2 379 1,151 771 1,660 264 130

ロイズ・再保険 86 354 267 670 △161 30

AUL 17 169 151 240 △125 10

MS Re 87 202 115 470 △22 20

アジア 254 325 71 460 △35 30

欧州 62 83 20 120 18 △10

米州 22 102 80 180 123 10

トヨタリテール △13 40 53 △10 30 10

本社再保険事業 12 87 75 80 37 10

海外生保事業 139 198 58 330 100 20



その他国内生保事業国内損保事業 海外事業

54

• 社会課題や環境変化、お客さまニーズを踏まえ、国内営業や海外拠点といったグループの総合力を使ってビジネ
スを展開することで、保険に限定されない多様な商品・サービスを提供し、安定的に収益に貢献することを目指す

※1 三井住友DSアセットマネジメント株式会社 ※2 Leadenhall Capital Partners LLP ※3 LCPが運営するILSファンドは世界6位の規模 ※4 MS Financial 
Reinsurance Limited ※5 保険リンク証券（自然災害等の保険でカバーされるリスクを資本市場へ移転する証券化商品の総称） ※6 三井住友海上キャピタル株式会社

４． デジタル・リスク関連サービス事業、金融サービス事業

金融

サービス

事業

資産形成関連

ビジネス

ESGに貢献

するリスクへの

ソリューション
提供

社会環境変化
への対応

 小規模企業投資（ベンチャー投資）

• キャピタル社※6による社会環境変化を機会とする投資拡大

 インパクト投資

• 市場環境や手法の知見蓄積による新たな商品サービスの開発

31
56

25 25

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

（年度）

0.4
4

6

15

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

（年度）

3 3 3
5

2022 2023 2024

予想

2025

見通し

（年度）

一過性利益の影響
（SMDAMによる子
会社売却およびバ

ミューダ税制改正等）

デジタル・

リスク関連
サービス

事業

デジタルイノベ

・リスクコンサル

ロードアシス

タンスなど

デジタルイノベーション、リスクコンサルティング
• 補償・保障前後における新しい価値を提供する商品・サービスの開発と

収益化を実現 など

• インタ総研を中核としたリスクコンサルティングのグループ一体運営 など

ロードアシスタンス、ハウスサポートなど
• お車のトラブルなどに対して、救援業者を迅速に派遣

• 住まいのトラブル・アクシデントに対してサービスを提供

（年度）

 天候デリバティブ等

• 商品部門、海外拠点との連携による販売態勢の強化

 保険リンク証券（ILS※5）

• SMDAMのファンド投資助言

• 国内投資家向けLCPファンド販売支援

 個人・地域経済向け金融サービス
• 確定拠出年金事業の収益力強化、地域金融機関と連携した資産形成支援

 アセットマネジメント
• SMDAM※1の収益力強化、世界トップクラスのLCP※2ファンド運営※3

 変額年金再保険（FinRe※4）
• ヘッジ技術のグループ活用、商品開発

△ 14

△ 24

△ 35

△ 22

2022 2023

2024

予想

2025

見通し

グループ修正利益（億円）

54
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運用資産残高※1 （2024年9月末、国内5社単体合算ベース）

（億円）

格付別構成比※3 （2024年9月末）

※3 同一人総与信管理における社内格付別与信額
（株式、債券、貸付金等を集計、時価ベース）

BBB格以上の投資適格
債券等が95%以上を
占めるなど、信用力の
高いポートフォリオを
維持 AAA

32%

AA

28%

A

28%

BBB

8%

BB

2%

B以下

1%
無格付

2%

資産クラス
運用資産5社※2計

左記のうち
収益期待資産 事業会社ごとの内訳

時価 構成比 時価 MS AD MSA生命
MSP生命
（一般勘定）

短期資金等 18,174 9% 6,016 1,932 1,498 8,661

円建て債券・貸付金 63,889 31% 2,865 14,899 7,870 34,798 5,945

ヘッジ付き外債 9,634 5% 8,189 2,271 3,631 2,820 913

外債 等 50,757 25% 16,537 2,419 3,134 4,071 41,132

国内株式（純投資） 1,058 1% 1,058 613 53 392 0

外国株式（純投資） 3,032 1% 3,032 795 2,105 132 0

オルタナティブ 8,558 4% 7,539 4,246 1,528 515 2,269

政策株式 27,137 13% 17,459 9,677

その他政策・海外事業投資等 17,062 8% 15,237 1,815 11

不動産 3,940 2% 1,791 2,146 2

国内合計 203,240 100% 39,219 65,746 33,891 44,238 58,920

5.  資産運用 (１) グループ資産運用の状況（運用資産残高、格付別構成比、資産運用リスク量）

国内金利

1% 外国金利

11%

代替投資

7%

国内株式

28%

外国株式

6%

信用

17%

為替

27%

不動産

3%

政策株式は
ゼロに

資産運用リスク量※4 （2024年9月末）

※4 99.5%tile VaR.

※1管理会計ベース ※2 MS,AD,MSA生命、MSP生命、MD



その他国内生保事業国内損保事業 海外事業 その他国内生保事業国内損保事業 海外事業

金利・為替感応度（グループ時価純資産への影響額） ALM対応資産の金利感応度（事業会社別）※2

※1 海外子会社含む

（億円）

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

MS AD MSA生命 MSP生命

金利感応度（資産） 金利感応度（負債） ネット

※2 金利感応度は金利0.5%上昇時の時価変動額。MSP生命は米ドル・豪ドルALM対応資産の

金利感応度の単純合算値

（億円）
ALM対応資産の金利リスクは
概ねマッチング

5.  資産運用 (１) グループ資産運用の状況（金利・為替感応度）

金利・為替感応度 （2024年9月末）

MS&AD
グループ計 損保

会社計※1
国内生保
会社計

円金利100ｂｐs上昇時 ＋446 ＋533 △232

米ドル金利100bps上昇時 △1,005 △553 △452

対全通貨10％円高時 △4,170 △2,832 △1,092

対米ドル10％円高時 △2,338 △1,697 △636

対ユーロ10％円高時 △286 △238 △48

対英ポンド10％円高時 △444 △289 ＋0

56

（億円）
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5.  資産運用 (２) MS Amlin※1の状況

57

• 2024年1-6月期の資産運用損益は、金利上昇による債券価格の低下を主因に69百万ポンドとなった

• 2024年通期予想は、足元の期待利回り水準を踏まえ、238百万ポンドを見込む

資産運用損益 通貨別構成比

69百万ポンド（利回り1.9%）

△ 37

47

△ 1
△ 9

58

11

債券 債券ファンド 株式 不動産 短期運用 その他

AAA～BBB BBB未満

91％ 9％

※1 MS Amlin …AUL、MS Re、AISE、ACSを主とする各事業の合計
※2 デリバティブ取引を含む

238百万ポンド（利回り3.4％）

（百万ポンド）

2024年1-6月

2024年通期予想

百万ポンド
（億円、１￡= 203円で換算）

（注）債券ファンドは、割高な債券を売却し割安な債券を購入することを基本戦略とし
たファンド。全般的な金利上昇による損失を抑えつつ、信用リスクテイク等を行う

米ドル

3,188 

（6,488）

50%
ユーロ

2,258 

（4,596）

35%

ポンド

860 

（1,751）

13%

その他

138 

（281）

1.5％

運用資産計

6,446百万ポンド

（13,117億円）

（2024年6月末）

預貯金等
1,353 

(2,757)
21%

債券
2,385 

(4,858)
37%

債券ファンド
1,676 

(3,413)
26%

株式
322 

(656)
5%

不動産
580 

(1,181)
9%

その他
128 

(262)
2%

運用資産計

6,446百万ポンド

（13,117億円）

（2024年6月末）

百万ポンド
（億円、１￡= 203円で換算）

資産別構成比

債券の格付別構成比※2



Ⅳ. 価値創造を支える仕組み

1. サステナビリティ

2. 人財取組み

3. ERM

58



目標

• 「レジリエントでサステナブルな社会を支える企業グループ」の実現に向けて、サステナビリティを中期経営計画の基本戦略を
支える基盤の一つとして設定、重点課題毎にKPIを設定。概ね順調に進捗

1． サステナビリティ (1) KPI進捗

59

24.3末実績重点課題 KPI進捗

地球環境との共生
（Planetary Health）

安心・安全な社会
（Resilience）

2025年度

2025年度

2025年度

企業の人権関連対応の支援数

（例：ハラスメント防止のコンサルティング）

長寿に備える資産形成型商品の保有件数

（例：トンチン年金保険）

健康関連の社会課題解決につながる商品の保有契約件数

（例：認知症や不妊治療に手厚い医療保険）

年 1,000件

10万件

260万件

1,047件

7万件

222万件

2025年度

2025年度

社会のレジリエンス向上に資する商品の
引受件数増加率

（例：サイバーセキュリティ保険）

地域企業の課題解決支援数

（例：地方創生セミナー）

年平均 20％

年 10,000件

17.6％

11,892件

2025年度
社会の脱炭素化、循環型経済に資する商品の保険料増収率

（例：カーボンニュートラルサポート特約）
年平均 18％ 24.5％

温室効果ガス削減率（対2019年度）
2030年度：△50％

2050年度：ネットゼロ

△３５.3%
(Scope1+2)

再生可能エネルギー導入率
2030年度：60％

2050年度：100％
23.0%

多様な人々の幸福
（Well-being）



• 「2050年ネットゼロ」目標へ向けた気候変動への対応、ネイチャーポジティブな社会へ向けた自然資本・生物多様性

の持続可能性維持の取組みを進めていく

1． サステナビリティ (2) 気候変動、自然資本・生物多様性への対応
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 保険引受先・投融資先とGHG排出量削減、自然資本・生物多

様性等をテーマに対話を実施（2024年度対話実績367社）

サーキュラーエコノミー促進に向けてグループ全体で「廃棄物の
抑制」「循環資源の活用」等を推進。主な施策は以下の通り

 自動車修理でのリサイクル部品の活用
 火災・水災の事故等での災害復旧専門業者起用による被災機械等

の廃棄抑制
 プラスチックの資源循環に取組む企業向けの保険料割引制度

取引先・投融資先との対話

気候変動対応 自然資本・生物多様性への取組み

2023年3月末実績 2030年目標 2050年目標

△１８．３％ △３７％ ネットゼロ

国内主要取引先の温室効果ガス（GHG)※

排出量削減率の目標（2019年度末対比）

※ 国内主要取引先（約3,300社）のGHG排出量（保険引受先および投融資先
として当社に係るもの

 2024年10月にコロンビアで開催された生物多様性条約第16回

締約国会議（COP16)で、グループの自然資本・生物多様性をテー

マとしたブースの設置・CSuO講演等を実施

取組状況

サーキュラーエコノミー（循環型経済）取組み
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１.  サステナビリティ (3) ESG投融資

・ 責任投資原則（PRI）の署名機関として、 ESG投融資のプロセスを構築し、収益性があり、環境や社会的に貢献し得る
案件など、質を重視して投融資に取組んで行く

当社グループのESG投融資取組みの全体像

投融資プロセスの統合（Integration) 対象資産クラス 投融資残高

グループの「サステナビリティを
考慮した事業活動」への対応を反映

気候変動への対応、自然資本の持
続可能性向上、人権の尊重の観点
から、特定の資金使途や業種に対す
る投融資を行わないスクリーニング、
慎重な取引可否の判断を実施

全資産クラス 1６.1兆円（※）

グループの優先取組課題の
リサーチへの組込み

「CO2排出」、「森林破壊」、 「水リ
スク」、「人権侵害」に 着目し、ESG
評価会社や国際的イニシアチブ
（CDP 等）の評価を投資判断、モニ
タリングに活用

社債、株式、融資 ８.４兆円

建設的な対話（Engagement) 対象資産クラス 投融資残高

エンゲージメント スチュワードシップ活動を中心の対
話を実施 株式 1,305億円

積極的な貢献（Positive Impact) 対象資産クラス 投融資残高

サステナブル・テーマ型投資

ESG課題や、再生エネルギー（太陽
光、風力、水素等）、グリーン・トラン
ジションファイナンス（温室効果ガス
削減）、地域創生などのテーマへの
投融資

債券、株式、融資、
プライベートエクイティ

7,570億円

インパクト投資
気候変動を中心にヘルスケア、教育
等のテーマに投資

プライベートエクイティ

※ 対象範囲は現預金、保有不動産、他の投資家の投資資金もあるファンドを除く



２． 人財取組み KPI進捗
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• 中期経営計画の基盤を支える人財への取組みは着実に進捗

項目 KPI 目標 2023年度

社員エンゲージメント
社員満足度（誇り・働きがい） 前年水準以上（2022年度:4.4pt) 4.4pt

社員満足度（いきいきと働く） 前年水準以上（2022年度:4.6pt) 4.7pt

項目 KPI 2025年度目標 2024年4月1日

人財ポートフォリオ
デジタル人財人数 7,000人 5,814人

海外人財人数 1,200人 1,189人

項目 KPI 2030年度目標 2024年4月1日

社員の能力
スキル・意欲の

最大発揮

女性管理職比率 30.0% 21.6%

女性ライン長比率 15.0% 18.4%

男性育児休業取得率 100% 87.6%

男性育児休業取得日数 4週間 11.5日

項目 KPI 2030年度目標 2024年4月1日

生産性向上 人件費率 8.5% 9.2%
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20% 21% 23%

13% 12%
14%

7% 6%
6%

16%
16%

17%

30.4% 35.4% 27.4%

12% 10% 11%

2023年3月末 2024年3月末 2024年9月末

３． ERM (1) 財務健全性の確保（リスクポートフォリオの状況）
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• 政策株式売却が順調に進捗していること、国内株式の時価下落により、リスク量に占める政策株式の割合は大きく低下

海外事業 国内生保事業（資産運用） 国内生保事業（保険引受）

国内損保事業（資産運用：政策株式以外） 国内損保事業（資産運用：政策株式） 国内損保事業（保険引受）

統合
リスク量
65%

2.4兆円

リスクポートフォリオの状況

統合
リスク量
65%

2.9兆円

統合
リスク量
66%

2.7兆円
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-5%
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25%

30%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

グループ全体 国内損保事業 国内生保事業 海外事業

-20%

３． ERM (2) 収益性の向上（RORのモニタリング）
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• 事業別・会社別にRORをモニタリングし、各領域でグループベースでROR向上取組みを推進

健全性の確保を
前提に

資本水準を
コントロール

定期的にESRを
モニタリング
[適正水準]

ESR180%～250%

※1 グループ修正ROE、グループ修正利益、修正純資産の計算方法はP.71を参照 ※2 200年に1度の確率で当社グループ全体が被る損失の予想額(時価)
※3 修正純資産＋保険負債の含み損益＋その他資本性負債等

資本効率

グループ修正ROE※1

健全性

1/ESR

収益性 （リスク対比リターン）

ROR

= ==

リターン（グループ修正利益※1）

資本（修正純資産※1）

=

≒ ×

=

リスク（統合リスク量）

資本（時価純資産※3）

=

リスク（統合リスク量※2）

リターン（グループ修正利益）

（年度）

RORの向上



247%
235%

247%
236%

246%

234%

220%
249%

241%

200% 210% 220% 230% 240% 250% 260%

クレジットスプレッド△0.5%
クレジットスプレッド＋0.5%

全通貨10%円安
全通貨10%円高

国内金利△0.5%
国内金利＋0.5%

日経平均△30%
日経平均＋30%

2024年9月末

日経平均株価 40,369円 37,920円

国債30年金利 1.82% 2.09%

為替(ドル円) 151円 143円

３． ERM (3) ESRの状況
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• 健全性を示すESRの数値は目標レンジの範囲内

※ エコノミック・ソルベンシー・レシオ(経済価値ベースのソルベンシー・レシオ) 信頼水準99.5%で測定

 事業投資や追加的なリスクテイク、
株主還元の拡充を検討する

 現在の資本政策を維持しつつ、
資本効率の向上に取り組む

 適正水準への回復の道筋を確認し、
必要に応じて資本水準の回復策や
リスク量の削減策を検討する

 早急な適正水準への回復に取り組む

ESR※の状況

250%

180%

目標レンジ

241%（2024年9月末）

ESRの推移

市場価格変動によるESR影響(2024年9月末時点)

2.9 2.7

6.7 6.6

2024年3月末 2024年9月末

統合リスク量 時価純資産 （兆円）

229% 241%
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（参考）自然災害リスクの保有・再保険のイメージ

保有

集積損害ELC ※

災害N

１危険ごと

集積損害
(１災害ごと)

年間累計損害

保有

集積損害ELC ※

災害１

保有

1危険
ELC ※ 比例

再保険

保有

1危険
ELC ※ 比例

再保険

保有

1危険
ELC ※

比例
再保険

大口契約・１ 大口契約・２ 大口契約・X

・・・

・・・ 小口契約・１
保有

小口契約・２
保有

保有
小口契約・x

・
・
・

※ ELC （超過損害額再保険）：損害額が一定の金額を上回った場合に、その超過した分を回収する再保険契約

・・・

保有・再保険の考え方

 財務健全性の確保

 期間損益の安定性向上

 リスク対比の収益性の向上

集積損害ELC ※ 

災害２

保有

保有

年間累計損害ELC ※

ここをマネジメント
することが重要

再保険カバーの条件に
よっては、復元保険料の
支払いで、費消した
カバーが復元



Ⅴ. 株主還元実績と株価関連指標
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335 335 335 347 399 544 715 770 817 858 870 991 1,071 
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予想

自己株式

取得額

配当総額

（年間）
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株主還元実績 (1) 年度別実績

（億円）

株主還元 年度別実績

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 累計
2024
予想

グループ修正利益※1 145 △875 874 948 1,557 1,475 2,137 1,051 1,898 2,331 2,146 3,471 1,727 3,799 22,684 6,700

総還元額 435 335 385 447 699 744 1,014 1,070 1,137 1,208 1,220 1,741 1,271 3,433 15,139 －

総還元率 300% － 44% 47% 45% 50% 47% 102% 60% 52% 57% 50% 74% 90% 66% －

DOE※2 2.9% 3.3% 3.1% 3.1% 3.6% 3.2% － －

1株あたり総還元額（円） 23.2 18.0 20.6 24.0 37.8 40.8 56.3 60.2 64.4 69.2 72.3 105.1 79.0 215.5 － －

（年度）※1 2017年度以前は「グループコア利益」。「単年度の株主還元率」の算出方法については、P.71を参照

※2 自己資本配当率＝年間配当額（中間・期末等）÷自己資本

※3 2024年9月30日時点の発行株式総数（自己株式除く）で算出

（億円）

※3



54 54 54 56 65
90

120 130 140 150 155
180 200

270

69.8
54.0 62.0 72.0

113.5 122.5

169.1
180.6

193.3
207.8 217.0

315.4

237.1

646.7

3.7%

3.2%
3.0% 3.0%

3.4%

3.9%

4.8%

5.4%
5.7%

6.9%
6.7%

7.9%

5.8%

8.0%

2.9%
3.2%

2.6%
2.4%

1.9%

2.9%

3.4%

3.9%
4.2%

5.0%
4.8%

4.5%
4.9%

3.3%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

予想

1株当たり配当金 1株当たり自社株買いによる還元 総還元利回り 配当利回り
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株主還元実績 (2) 1株当たり総還元額・総還元利回り・配当利回りの推移

（年度）

1株当たりの総還元額・総還元利回り・配当利回りの推移

（円）

45

100

特別
配当

普通
配当

2024年4月1
日付で普通株式
1株につき3株
の割合で株式
分割を実施

2024年4月1
日付で普通株式
1株につき3株
の割合で株式
分割を実施
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株価関連指標の推移

※  騰落率は各年度の前年度末からの変化率

2010
年度末

2011
年度末

2012
年度末

2013
年度末

2014
年度末

2015
年度末

2016
年度末

2017
年度末

2018
年度末

2019
年度末

2020
年度末

2021
年度末

2022
年度末

2023
年度末

2024年度
中間期末

当期純利益
（億円）

54 △1,694 836 934 1,362 1,815 2,104 1,540 1,927 1,430 1,443 2,627 1,615 3,692
4,589

通期予想
6,300

1株当たり当期純
利益【EPS】
（円．銭）

2.89 △ 90.83 44.82 50.19 73.78 99.57 116.98 86.68 109.57 82.78 85.26 158.17 99.93 231.83
290.11
通期予想
404.93

株価（終値）
（円）

631 566 688 788 1,123 1,045 1,180 1,118 1,123 1,008 1,083 1,326 1,368 2,711 3,330

騰落率※ △27.0% △10.3% 21.6% 14.4% 42.6% △6.9% 12.9% △5.2% 0.4% △10.2% 7.4% 22.4% 3.2% 98.1% 22.8%

＜参考＞
TOPIX騰落率※ △11.2% △1.7% 21.1% 16.3% 28.3% △12.7% 12.3% 13.5% △7.3% △11.8% 39.3% △0.4% 2.9% 38.2% △4.4%

1株当たり純資産
【BPS】 （円．銭）

865.73 800.16 1,071.77 1,215.40 1,637.13 1,489.86 1,524.27 1,654.88 1,570.70 1,436.12 1,841.80 1,985.07 1,877.98 2,817.00 2,808.33

株価純資産倍率
【PBR】 （倍）

0.73 0.71 0.64 0.65 0.69 0.70 0.77 0.68 0.72 0.70 0.59 0.67 0.73 0.96 1.19

株価収益率
【PER】 （倍）

218.20 － 15.36 15.70 15.23 10.50 10.08 12.90 10.25 12.18 12.70 8.38 13.70 11.69 8.22
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グループ修正利益、グループ修正ROE、株主還元率、修正純資産の計算方法

 「グループ修正利益」「修正純資産」と「グループ修正ROE」

※ 各調整額は税引後

グループ
修正ROE ＝

修正純資産
（期初・期末平均） ＝

連結
純資産※3 ＋

異常危険
準備金等※1 －

のれん・その他
無形固定資産

グループ修正利益 連結当期利益
異常危険準備金等※1

繰入※2 額

その他特殊要因
（のれん・その他無形

固定資産償却額等）

非連結グループ会社
持分利益＋－＝ ＋

＋
非連結グループ会社

持分利益

6

（億円）

＝ －
グループ
修正利益

5,003

連結中間
純利益

4,589

異常危険準備金等
繰入額

36

2024年度中間期のグループ修正利益

＋
その他特殊要因※4

（のれん・その他無形
固定資産償却額等）

△370

※4 のれん償却等△182、グループ修正利益から除外する債券売却損△179

単年度の「株主還元率」の計算方法

※基本的還元として、グループ修正利益の
50％を配当、自社株取得によって還元。市
場動向、事業環境、資本の状況などを踏まえ、
機動的・弾力的に追加的還元を実施。

当年度に関する配当
（当年12月、翌年6月）

次年度の定時株主総会
開催日までに決定した

自己株式の買付け

当年度の
グループ修正利益

＝

＋
株主

還元率

※1 国内損害保険事業およびMSA生命の異常危険準備金・危険準備金・価格変動準備金

※2 戻入の場合は減算

※3 除く非支配株主持分・新株予約権



お問い合わせ先

MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社 広報・IR部

https://www.ms-ad-hd.com/ja/ir/contact.html


